
◯目的：「休み方改革」が北海道内でどの程度認知・理解されているのかを把握
◯対象：企業・学校等
○回答期間：令和７年８月21日（木）～令和７年９月30日（火）
○回答者数：1,096者

Ⅰ 実施概要
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Ⅱ 結果

業種 回答者数

農業、林業 2

建設業 124

製造業 78

情報通信業 2

運輸業、郵送業 5

卸売業、小売業 12

金融業、保険業 4

不動産業など 2

専門・技術サービス業など 5

宿泊業 31

飲食サービス業 3

観光サービス業 2

医療、福祉 6

商工関連団体 90
教育委員会、学校 668

その他教育など 53

その他 9

合計 1,096 

○道内での「休み方改革」の認知・理解

35.2%

53.3%

10.1% 1.4%

できる おおむねできる

あまりできない できない

○ 「休み方改革」に共感・賛同できるか？

約9割

○すでに取り組んでいる取組、導入可能な「休み方改革」の取組

○道庁に期待する「休み方改革」の取組

4.4%

33.5%

49.3%

12.9%

進んでいる おおむね進んでいる

あまり進んでいない 進んでいない

約4割

79.9%

72.7%

40.6%

26.0%

9.9%

9.1%

8.9%

2.2%

0.1%

5.6%

60.6%

52.0%

46.3%

55.2%

11.9%

21.9%

12.4%

6.0%

1.3%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

年次有給休暇の取得率向上

多様な特別休暇の導入

年次有給休暇の連続取得の促進

「休み方改革」の理解促進

平日に休業日を設定

会社独自で祝休日の振替

ワーケーションの促進

その他
すでに取り組んでいる

導入可能

取引先とも一緒になって
休み方改革を推進

56.9%

43.5%

37.0%

20.5%

13.4%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

特に期待していることはない

「休み方改革」に関する
道内の理解促進や機運の醸成

「休み方改革」に取り組む企業が
優遇措置などを受けられる制度の創設

「休み方改革」に取り組む企業の
具体的なメリットの紹介

「休み方改革」に取り組む
先進的な企業の紹介

2.2%

14.1%

23.5%

15.4%

19.3%

14.6%

5.3%

2.6% 2.9%

～３人 ４人～９人

10人～19人 20人～29人

30人～49人 50人～99人

100人～299人 300人～

未回答

従業員規模

サービス業の場合、平日のみに
使用できる割引特典等を提供



18.5%

13.5%

13.5%

6.3%

5.6%

6.9%

37.0%

0% 20% 40%

休めない人の不公平感

サービス業の負担増加

運用上の課題

混雑や需要の集中

割引による収益低下

その他

特にデメリットはない

27.7%
22.3%

17.4%
13.4%

7.7%
3.1%

8.3%
12.9%

0% 20%

観光振興に貢献

経済効果

混雑の緩和

休暇取得の促進

休日が充実

休み方改革の推進

その他

特にメリットはない

23.6%
17.2%

9.0%
8.5%

6.1%
5.2%
3.8%

9.0%
26.8%

0% 20%

企業間格差の拡大

人員の不足

制度の運用が難しい

コスト負担が増える

生産性低下

制度が浸透しない

効果が限定的

その他

特にデメリットはない

27.4%
17.9%
17.9%

13.7%
11.6%

7.1%
3.0%

9.5%
14.3%

0% 20%

社会的機運の醸成

従業員の健康維持

人材の確保や定着

優遇措置等

企業イメージ高まる

観光振興に貢献

生産性向上

その他

特にメリットはない
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○「休み方改革」を進めた場合、どのようなデメリットがあると思うか？○「休み方改革」を進めた場合、どのようなメリットがあると思うか？

○「休み方改革」につながる取組を導入していく上で、課題は何か？
○「休み方改革マイスター企業認定制度(有給休暇等の導入を積極的に推進している中小企業等を優遇)」に、
どのようなメリット・デメリットがあると思うか？

○「あいちスキ旅キャンペーン(平日などに限定した割引特典等をPR)」に、北海道で取り組む場合、
どのようなメリット・デメリットがあると思いますか？

メリット デメリット

メリット デメリット

36.8%

27.8%

27.3%

24.5%

22.9%

11.7%

3.2%

2.6%

1.9%

1.8%

2.8%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40%

健康面の改善

ワークライフバランスの向上

業務の効率化・生産性の向上

モチベーション・創造性の向上

採用面での魅力や定着率の向上

心理的安全性の向上・雰囲気の改善

福利厚生の向上

働き方改革の推進

企業イメージ・ブランド価値の向上

教育効果の向上

その他

特にメリットはない

28.2%

20.1%

15.8%

11.6%

11.4%

9.1%

5.4%

3.4%

2.7%

2.6%

1.9%

1.6%

19.5%

0% 10% 20% 30% 40%

必要な人員の不足

調整業務の増加

業務の遅れ・納期の遅延

顧客・利用者対応の低下

従業員間での不公平感や不満

他の従業員の負担が増加

コストの増加・業績への悪影響

理解不足・社会的な批判

労働意欲の低下

生産性の低下

時間外勤務の増加

その他

特にデメリットはない

35.3%

14.6%

13.7%

12.5%

10.1%

6.0%

5.4%

5.2%

4.3%

3.6%

3.3%

3.6%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40%

休んだ従業員のフォロー体制が不十分

組織内の意識改革

取引先・関係者・社会全体の理解不足

制度運用の難しさ・業務調整が必要

業務の整理・生産性の向上が必要

人件費や利益の確保

本人や周囲の業務負担の増加

繁忙期や取引先の都合で休みづらい

教育の質・学習権への影響

従業員間で考え方に温度差がある

その他

特に課題はない

業務の平準化が必要・平等に休みが
取りづらい



13%

43%
9%

3%

31%

13.7%

40.1%

10.0%

5.1%

31.0%

とても良いと思う 良いと思う

あまり良くないと思う 良くないと思う

よくわからない

14%

38%
11%

6%

31%

63.8%

55.1%

30.8%

29.9%

24.3%

4.9%

10.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

取得に不公平感が生じる

学習の遅れが生じる懸念

教職員の負担が増加

保護者の経済的負担が増加

保護者の時間的負担が増加

その他

特にデメリットはない

64.3%

50.0%

42.1%

38.8%

18.2%

2.8%

13.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

保護者の休み方の見直しにつながる

平日の観光等による地域経済の活性化

校外でしかできない学びの機会

子供が自ら学ぼうとする力が育つ

その他

特にメリットはない

35.9%

20.3%

20.3%

16.0%

14.4%

9.2%

4.2%

3.6%

3.3%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

運用の統一などルール作り

学習保障への対応

教職員の負担が増加

社会的理解・周知の不足

経済格差・家庭環境の差

保護者の負担が増加

導入の必要性が不明

学校行事・運営への影響

その他

特に課題はない

44.0%

30.2%

11.8%

10.2%

7.7%

5.5%

4.7%

6.3%

9.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

学習の遅れ

経済格差・家庭環境の差が出る

保護者の負担が増加

教職員の負担が増加

単なる休暇となる懸念

学校行事に支障が生じる

子どもの心理面への悪影響

その他

特にデメリットはない

46.0%

39.7%

11.0%

5.8%

3.3%

8.5%

8.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

家族の時間が充実

体験学習の機会が増加

保護者の教育意識の向上

子どもの学習意欲の向上

子どものリフレッシュ

その他

特にメリットはない
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○愛知県や山口県などで導入している「ラーケーション」についてどう思うか？ ２ 教育委員会、学校(668者)

２ 教育委員会、学校(668者)

5割超

１ 教育委員会、学校 以外 (428者)

デメリット

メリット

土日に休めない保護者が子供と
過ごす時間の増加

5割超

メリット

デメリット

課題

１ 教育委員会、学校 以外 (428者)

5割超


